
令和８年４月22日

公益社団法人 日本医師会

財務省財政制度等審議会「財政総論」等、

最近の情勢について

定例記者会見



国民医療費の財源構成比の推移

（出所）厚生労働省「令和５年度国民医療費」
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近年の雇用者報酬の伸び
2022年度  2.6％
2023年度  1.8％
2024年度      4.1％
2025年4-6月  4.0％
2025年7-9月  3.4％
2025年10-12月  3.5％

※医療保険給付費等・介護納付金は、全国健康保険協会及び健康保険組合の決算見込み
※雇用者報酬は、内閣府「国民経済計算」（1994年1-3月期～2025年10-12月期 2次速報値） 2
（出所）財務省 財政制度等審議会財政制度分科会（令和8年4月17日開催）資料１「財政総論」12頁に加筆<https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20260417/01.pdf>

直近３年（2021年度～2024年度）
の雇用者報酬の伸びは、＋2.9％
であり、もっと伸びている。

直近３年（2021年度～2024年度）の
医療・介護に係る保険給付費等の伸
びは＋2.2%であり、更に減少している。

協会けんぽの保険料率
は今年度 9.9％となり、
0.1％引き下げられている。

雇用者報酬の伸び
は、2025年度も加
えると＋3.23％であ
り、直近３年より更
に伸びている。

財務省資料に加筆
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医療・介護保険給付費等の伸び

＋2.2％／年

2021ー2024年度

雇用者報酬の伸び

＋2.9％／年

2021ー2024年度

保険料率引下げ等

財政審資料１「財政総論」12頁の注１によると、直近３年（2021年度～2024年度）の医療・介護に係る保険給
付費等の伸びは＋2.2%、雇用者報酬の伸びは＋2.9％とされており、それを示したのが下の図である。

財政審資料とは真逆の形になっており、雇用者報酬の伸びが医療・介護に係る保険給付費等の伸びを上
回っている。

デフレ下のコストカット型経済を踏襲するのではなく、インフレ下の令和８年の予算編成を「道しるべ」として
踏襲すべきである。

インフレ下における保険給付費等の伸びと雇用者報酬の伸び 日本医師会の主張

雇用者報酬の伸びが医療・
介護に係る保険給付費等の
伸びを上回っている

協会けんぽ 2021 2026

医療 10.0% 9.9%

介護 1.80％ 1.62％

（出所）財務省 財政制度等審議会財政制度分科会（令和8年4月17日開催）資料１「財政総論」12頁の（注１）を基に作成 <https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20260417/01.pdf>
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